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Ⅰ．定期健康診断に基づく健康管理の共通業務シナリオ

従来の紙での健診成績表（個票＆一覧表、有所見者一覧表）に加え、職場・地域の健康管理分野での活用のため、5年分の（他健康管理主体や異なる健診機関にかかった場合であっても、経年のデジタル医用画像を含む）デジタル媒体の健診結果データがある。例えば、職域においての健康管理は法的には当該職域に勤務している間の健康情報のみが対象であるが、受診者本人が自身の健康情報を管理する立場から、蓄積・活用できる環境を整える必要がある。
個人健康情報は、健診機関側DB及び健康管理主体側DBの双方で維持可能とする。

デジタル媒体仕様等の健診機関と健康管理主体側との確認・打合せに際しては、担当者による簡単な資料の説明で完了できる。その結果、医療及び労働安全衛生法・医療法等の制度面の詳細の打ち合わせや、媒体のファイルフォーマット・個人健康情報交換業務として中身を秘匿する技術手段の打ち合わせ等のための、医療・制度の専門家及びIT技術者の同伴は不要となる。

個人健康データに標準化された医用画像データや波形データ情報を追加することにより、複数の健診機関で撮影・取得された画像・波形情報を職場・地域の健康管理へ活用することが可能になる。
シナリオ１．健康管理主体（企業・健保・自治体等）から受診依頼情報の受け渡し
A．要求仕様情報の交換（健診機関の健康管理主体からの健診が継続でない場合のみ）
企業・健保・自治体等（以下、健康管理主体）の依頼に対応し、健診機関は、一般定期健診、じん肺等の特殊健診、特定健診　等の健診コースごとに、受診予定者数・健診日程・健診場所等をヒアリングする。
B．受診依頼情報の受け渡し

健診日が近づくと(１か月程度前）、健診機関の担当者が受診依頼情報を受取りに行くか、健康管理主体側から紙・媒体等で「受診依頼情報」を郵便・宅配便等で送付する。受診者自身が、健康管理主体側においては複数回目であっても、当該健診機関の受診が初回の場合は「受診依頼情報」を健康管理主体側からすべて受け取る。

受診者自身が、当該健康管理主体側における受診が初回の場合の、「受診依頼情報」の個人単位の記載必須情報は下記の６項目となる。 

1� 健康管理主体組織のＩＤ情報（企業ＩＤ情報、保険者番号、自治体コード等）
2� 個人ＩＤ情報（氏名・性別・社員番号・被保険者記号番号）
3� 健診結果個票の報告先　１）直接個人へ、2）会社等経由、
（一覧表及びデータは健康管理主体へ送付）
4� 就業職場情報　　１）事業所名　２）職場名（所属情報）　３）特殊健診実施の有無等
5� 健診種別情報　　一般定健、特殊健診、特定健診等
⑥　オプション情報　　個人情報の変更前後情報、前回健診結果の有無、画像・波形情報の有無等
健康管理主体（企業・健保は必要でしょうか？）
＜毛利メモ＞オプション情報は定期健康診の法定項目以外（ペプシノゲンや腫瘍マーカーなど）が

主となるため、個人に帰属する情報であり健康管理主体での管理外となるのではないでしょうか。
は、当該健診機関の受診が２回目以降で、前回健診時と属性情報に変更があった場合は、健診機関に変更項目を｢受診依頼情報｣として連絡する。
（現状、健診機関では健康管理主体より属性情報の変更の有無関係なく、健康診断実施前に健診実施対象者に①～⑤の情報を頂いている）

Ｃ．健診機関での内部処理
健診機関では、個々の受診者に対応して、①健診現場で受診者管理のための一時的ＩＤ，②健康管理主体側対応に受診者を特定するためのID（氏名・性別・社員番号・被保険者記号番号）、③個人属性情報が変化しても健診機関側で受診者情報の正確性を維持するためのID（「対応付けID」と呼称）、の３つが設定されているものとする。

個人健康情報とその請求情報は、①健診機関、②健康管理主体、③個人の履歴単位のそれぞれで集計単位をまとめる。特殊健診の春秋2回実施、節目健診、胸部X線画像と心電図波形情報等の年齢に伴う実施免除等、により、個人健康記録の履歴を比較する際には、①前回値・前回画像との比較、②定期健診をベースにした1年毎等、の２つが対応できる。
健診機関は、健康管理主体から受領した「受診依頼情報」を健診システムのＤＢに「受診依頼情報」との整合性をチェックして登録する。
シナリオ2：健康管理主体への健診結果報告書情報の送信
A．健診結果の健康管理主体への送信
健診機関において、健診結果の各情報（問診結果、検体検査結果、項目ごとの判定結果、総合判定結果、医用画像情報、画像・波形情報読影結果　等）をすべてDB上に入力し、一連の健診業務の完了を確認する。そののち、事前に設定した段階に達した健診実施件数ごとに、今回の個人健康データをDBから様々なソートキー（条件？）
＜毛利メモ＞条件は「事業所コード、所属コード、社員番号」など事業所の指定に応じて対応しています。

で、健診結果報告書および健診結果報告データとして出力する。
健診結果報告データのデータフォーマットは、国際的な標準規格に準じたもので送信する。

健診結果報告データは、他の健診機関の結果を含めても５年分以上の推移を蓄積する。職域等の健康管理分野で使用する場合は、個人の同意を得る。個人ごとの健診結果報告書（個票）とともに、健康管理主体（側事業所？）
＜毛利メモ＞大半が事業所への提出となります。

向けの健診結果一覧表、有所見者一覧表を作成し必要に応じ送付する。
健診結果報告書及びデータ送付先に関し、例えば、企業向け一般定期健診の健診結果は原則として、企業の安全衛生部門の担当者・産業医･産業看護職等に向けて送付するが、特定健診データとしても活用するため、個票はデジタルデータとして法律（後期高齢者特例法）で定められたデータフォーマットで、企業の安全衛生部門と健保の双方に送信する。（現状は双方には送信していません）
＜毛利訂正＞後に担当者に確認すると、健診機関→事業所（経由そのまま→健保）の流れもありました。

B．健診結果の個人への送信
健診結果報告データ（個票）は職場内で個人に配信する場合と、直接、受診者本人に送られる場合がある。健康管理主体側要求により、健康管理分野に医用画像を送信する。
＜毛利コメント＞
健康管理主体側（産業医）要求により、健康管理分野に医用画像を送信する流れは近年確認できません
でした。理由としては、産業医の活動領域が狭まってきていること、またじん肺などの読影ができる専門医が産業医となっている事業所が少ないことが考えられます。
―以上―
＜毛利メモ＞


ここに書かれたゴールは定期健康診断シナリオの最終ゴール？


国（自治体）管理下の国民健康データベース（仮称）に本人自身もしくは本人の承諾を得た健康管理主体側によって健康情報が蓄積され利活用される仕組み（流れ）が最終ゴール


今はこの仕組みの創成期であり、経過措置としてのステップ目標を検討する段階との認識。


第１ステップ


・健康情報を健診機関側DB及び健康管理主体側DBの双方で維持可能とする。


第２ステップ


・健康管理主体側DBまたは健診機関側DBからの国民健康データベース（仮称）への


蓄積を可能とする。


・自身で発生する健康情報DBの個人による国民健康データベース（仮称）への蓄積を


可能とする。


第３ステップ


・国民健康データベース（仮称）を利活用する定期健康診断の実施を可能とする。




































































































































































「継続的な健康管理」を行うための個人健康情報の継続性の担保


受診者情報の変動［姓・事業所／転職・地域・職歴（特殊検診）等］


検査機関・検査機器・試薬等の相違に伴う血液検査値の変動


医用画像機器の変化に伴う画像情報の変化


PHR関連（特に、個人で測定した健康情報）の正確性の考え方





> 「現状、健診機関では健康管理主体より属性情報の変更の有無関係なく、


> 健康診断実施前に健診実施対象者①～⑤の情報を頂いている」


> についてが重大なご指摘事項と思います。


> １．この現状が、受診者・健康管理主体（事業者・地方公共団体等）・健診機関側


> 　　のそれぞれにとって、「いたしかたなく」なのか？


健診機関側では、健康診断受診対象者（予定者）として頂いているかと思います。


（少人数の健康管理主体以外）





> ２．本当に、健診機関側が、健診情報の継続性をコミットできているのか？


> について、議論が必要かもしれません。


100％コミット出来ていない部分はあるかと思いますが、少なくても90％以上は


対応出来ているかと思います。結婚による名前変更等


＜毛利コメント＞


マイナンバーにより本人特定が容易となったとしても、その番号が本当に本人のものである証明書類の提示がない限り、現状通り現場では氏名、生年月日等での本人確認を必ずおこなって、情報の継続性を担保しようとします。





> （JLAC10の採用についての議論・考え方も同様かとおもわれます。）


利用目的等でＪＬＡＣ10の採用が決まるかと思います。


（検査方法等が変わる度に検査コードが変わるので、対応や扱いをどうするのか？


になるかと思います。）


例：グリコヘモグロビン（ＨｂＡ1ｃ）はＮＧＳＰでも検査方法が酵素法やＨＰＬＣ法が


あるのでＪＬＡＣ10ではコードが違うかと思いますが、基準値や単位は同一かと


思います。
































